
組 対 第 3 4 4 号

平成 3 0年６月 2 0日

各 所 属 長 殿

刑 事 部 長

旅館業からの暴力団排除の推進について（通達）

旅館業法の一部を改正する法律 平成29年法律第84号 による改正後の旅館業法 昭（ ） （

和23年法律第138号。以下「法」という ）により旅館業に暴力団排除条項が整備さ。

れ、本年６月15日から施行されたことから、各所属においては、下記事項に留意し、

旅館業からの暴力団排除の推進に努められたい。

記

１ 排除対象者

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から起算して５年を経

過しない者（以下「暴力団員等」という （法第３条第２項第５号）。）

(2) 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代

理人（法定代理人が法人である場合にあっては、その役員を含む ）が暴力団員。

等に該当するもの（法第３条第２項第６号）

(3) 法人であって、その役員のうちに暴力団員等に該当する者があるもの（法第３

条第２項第７号）

(4) 暴力団員等がその事業活動を支配する者（法第３条第２項第８号）

２ 本県警察における対応

(1) 照会に対する回答

旅館業の許可の申請若しくは申請事項等の変更に係る届出における審査及び確

認を行う場合その他必要がある場合は、旅館業の許可を受けようとする者又は許

可を受けた者が１の排除対象者に該当するか否かについて、青森県及び中核市の

指定を受けている青森市と八戸市の生活衛生を担当する課の長（以下「生活衛生

担当課長」という ）から青森県警察本部刑事部組織犯罪対策課長（以下「組織。

犯罪対策課長」という ）に対し、文書（別記様式第１号）により照会が行われ。

る。照会を受けた組織犯罪対策課長は、必要に応じ、更に資料等の提出を求めた

上、生活衛生担当課長に対し、文書（別記様式第２号）により速やかに回答する



こと。

(2) 通知

組織犯罪対策課長は、２（1）による照会以外で、旅館業の許可を受けた者が

１の排除対象者に該当すると認められる事実を確認した場合は、当該事実を確認

した区域を管轄する生活衛生担当課長に対し、文書（別記様式第３号）により速

やかに通知すること。

３ 保護対策

青森県、青森市及び八戸市の生活衛生を担当する課の職員等関係者に対する危害

が予想される場合には、有事の際の対応要領等について、積極的に助言、指導を行

、 、 。うとともに 保護対策の必要性についても慎重に検討し 適切な措置を講じること

４ その他

本件に関する質疑は、組織犯罪対策課に行うこと。

担当 組織犯罪対策課

暴 力 団 対 策 係



別記様式第１号（照会）

文 書 番 号

○年○月○日

組織犯罪対策課長 殿

生活衛生担当課長 印

「旅館業からの暴力団排除に関する合意書」に基づく照会について

下記の者について 「旅館業からの暴力団排除に関する合意書」に規定する排除対象者、

に該当するか否かについて照会します。

記

１ 照会対象者

別添のとおり。

※ 別添を用いない場合は、

氏名（フリガナ 、生年月日、性別、住所）

を記載し、法人の場合は、

その法人の商号又は名称

を加えて記載すること。



別記様式第２号（回答）

文 書 番 号

○年○月○日

生活衛生担当課長 殿

組織犯罪対策課長 印

「旅館業からの暴力団排除に関する合意書」に基づく回答について

「旅館業からの暴力団排除に関する合意書 （以下「本合意書」という ）に基づき、」 。

年 月 日付け（文書番号○○）で照会のあった件について、下記のとおり回答しま

す。

記

※ 該当する場合

１ 照会対象者

商号又は氏名、代表者、役員等

２ 調査結果

上記の者は、本合意書１‐２－○に該当する事由があると認められる。

その他の者は、本合意書に規定する排除対象者に該当する事由があると認められ

ない。

※ 該当しない場合

いずれの者も本合意書に規定する排除対象者に該当する事由があると認められな

い。



別記様式第３号（通知）

文 書 番 号

○年○月○日

生活衛生担当課長 殿

組織犯罪対策課長 印

「旅館業からの暴力団排除に関する合意書」に基づく通知について

下記の者については 「旅館業からの暴力団排除に関する合意書 （以下「本合意書」と、 」

いう ）に規定する排除対象者に該当すると認められるので通知します。。

記

１ 氏名（フリガナ）

２ 生年月日

３ 性別

４ 住所

５ 法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称

６ 理由

上記の者は、本合意書に規定する排除対象者１－２－○に該当する事由があると認め

られる。

７ その他

※ 必要により記載



別添

照会文書記載例
ｼﾒｲ 氏名 和暦 年 月 日 性別 住所
ﾛｳﾄﾞｳ ﾀﾛｳ 労働　太郎 S 30 03 04 M 東京都千代田区
ﾊｹﾝ ﾊﾅｺ 環境　綺麗 H １ 11 30 F 東京都府中市

ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ 東北　一郎 S 40 01 01 M ●●県▲▲郡■■町

ｶﾝｻｲ ｼﾞﾛｳ 関西　次郎 S 45 12 24 M 大阪市中央区
ｷｭｳｼｭｳ ｻﾌﾞﾛｳ 九州　三郎 S 39 08 02 M 神奈川県横浜市

法人名
●●(株)
(株)▲▲
■■(有)
(有)××
個人

（補足説明）

電磁的記録(拡張子.xlsにて保存）については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空

け）、氏名漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（大正は T、昭和は S、平成

は Hで半角とし、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性は F）、住所（市区町村まで

全角）、法人名（全角）、役職（全角）をセルごとに入力し、照会を行うものとする（上記記載例参

照）。

なお、上記記載例は、便宜上、項目名及び罫線を付しているが、実際の照会の際は、罫線は

不要。

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベットのカナ


